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１．先月の回顧と今後の相場見通し（要旨） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜先月の回顧＞ 

①株式市場 

日本株式は堅調に推移し、日経平均株価は月間で 758 円上昇（騰落率 +3.79％、終値 20,773 円）。１月 4 日発表の市

場予想を上回る米 12 月雇用統計およびパウエル FRB（米連邦準備制度理事会）議長の「必要があれば金融政策変更」との

発言から、景気減速と利上げ共存に対する市場の懸念は和らぎ、昨年の過度な悲観相場から日本株は反転上昇基調。その後

は企業の業績予想発表等で上下する場面もあったが、米中通商協議の進展期待の高まり、米国株の上昇を好感し堅調な展開。 

②為替市場 

米ドル円相場は、年初こそ世界景気の減速懸念や米長期金利の低下などから一時 104 円 79 銭を付ける場面もあったが、

概ね 1 ドル 108 円～110 円のレンジで推移。FOMC の利上げに慎重なスタンスによるドル安要因と米中通商協議進展期

待によるドル高要因から一進一退の展開が継続。        

③債券市場 

日本の 10 年国債利回りは、月末値 0.00％と前月比ほぼ横ばいで推移。年初は株価の下落から一時▲0.05％まで低下する 

場面もあったが、株価の上昇に伴い 0.00％近辺で推移。 

米国 10 年国債利回りは、世界景気の減速や米政府機関閉鎖長期化の懸念から一時 2.55％を付けたが、その後の株式市場

の上昇から 2.7％前後で推移。 

＜今後の相場見通し＞ 

①株式市場 

日本株式は、緩やかに上昇する展開を予想。本邦企業の決算発表による業績不安の払拭、ＦＯＭＣの米国利上げ一時休止

示唆、2 月下旬予定の米中首脳会談に向けた米中通商交渉の進展などから堅調推移を見込む。ただし、今月末に見込まれ

る米中首脳会談・米朝首脳会談での合意事項が市場の期待を下回る場合には、短期的な調整の可能性あり。 

   （予想レンジ）日経平均株価  20,000～22,300 円   NY ダウ 24,000～26,500 ドル 

②為替市場 

ドル円相場は、米国の政治や金融政策を見極めたいとの慎重姿勢からレンジ内での推移を見込む。予想を上回る米経済指

標が続き、米景気の好調維持から米ドルは堅調地合だが、米連邦準備理事会（ＦＲＢ）が当面の利上げ見送りを示唆して

いることから円売り・ドル買いの勢いは限定的。 

   （予想レンジ）米ドル円108.00～112.00円  ユーロ円 124.00円～129.00円 

③債券市場 

日本の 10 年国債利回りは、横ばい推移を予想。世界的に金利低下圧力が強いことおよび夏場の参議院選挙や 10 月の消

費増税を控え、日本銀行が金融政策変更に動きにくいことから、0.00％前後での推移を想定。 

米国の 10 年国債利回りは、横ばい推移を想定。1 月開催のＦＯＭＣで利上げ一時休止およびバランスシート縮小の早期

終了が示唆されたことから、当面は 2.7％台を中心にレンジ内推移を見込む。 

（予想レンジ）日本 10 年国債利回り ▲0.10～0.0５%   米国 10 年国債利回り 2.50～2.90％ 
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２．株式 < 主要株式指標 前月比騰落率 > 

 
< 主要株式指標 月末終値 > 

日経平均 TOPIX NY ﾀﾞｳ S&P500 NASDAQ DAX FTSE100 ｵｰﾙｵｰﾃﾞｨﾅﾘｰｽﾞ 上海総合 ﾎﾞﾍﾞｽﾊﾟ SENSEX 

日本 日本 ｱﾒﾘｶ ｱﾒﾘｶ ｱﾒﾘｶ ﾄﾞｲﾂ ｲｷﾞﾘｽ ｵｰｽﾄﾗﾘｱ 中国 ﾌﾞﾗｼﾞﾙ ｲﾝﾄﾞ 

20,773.49 1,567.49 24,999.67 2,704.10 7,281.74 11,173.10 6,968.85 5,937.30 2,584.57 97,393.74 36,256.69 

< 日経平均株価推移 > 

 

（出所）：QUICKのデータを基に静銀ティーエム証券が作成 
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＜先月の回顧＞ 

①日本株式は堅調に推移し、日経平均株価は月間で758円上昇（騰落率 +3.79％、終値20,773円）。１月4日発表の市場予想を上

回る米12月雇用統計およびパウエルFRB（米連邦準備制度理事会）議長の「必要があれば金融政策変更」との発言から、景気減速

と利上げ共存に対する市場の懸念は和らぎ、昨年の過度な悲観相場から日本株は反転上昇基調。その後は企業の業績予想発表等で

上下する場面もあったが、米中通商協議の進展期待の高まり、米国株の上昇を好感し堅調な展開。 

②米国株式は、昨年末の景気先行きへの悲観的な流れそのままに月初は下落して始まったが、その後は FOMC（米連邦公開委員会）の

ハト派的スタンス（利上げに対し慎重な態度）の確認および米中通商協議への期待の高まりから反発基調を強める展開。NY ダウは

前月比 +1,672 ドル（騰落率+7.17％）、ナスダックは前月比 +646 ポイント（騰落率 +9.74％）と共に大幅上昇。 

＜今後の見通し＞  

①日本株式は、緩やかに上昇する展開を予想。本邦企業の決算発表による業績不安の払拭、ＦＯＭＣの米国利上げ一時休止示唆、2 月

下旬予定の米中首脳会談に向けた米中通商交渉の進展などから堅調推移を見込む。ただし、今月末に見込まれる米中首脳会談・米朝

首脳会談での合意事項が市場の期待を下回る場合には、短期的な調整の可能性あり。 

②米国株式は、上昇基調継続を予想。２月１日発表の１月雇用統計など米経済統計が市場予想を上回る内容が相次いでいるため、世界

景気の減速懸念の後退と投資マネーのリスク選好を背景に戻りを試す展開を想定。 

（今月の予想レンジ）日経平均株価  20,000～22,300 円  NY ダウ 24,000～26,500 ドル 
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３．外国為替 < 主要通貨対円 前月比騰落率 > 

 
< 主要通貨対円 月末気配レート > 

USD EUR GBP AUD CAD NZD NOK BRL INR MXN RUB ZAR TRY 

ｱﾒﾘｶ EU ｲｷﾞﾘｽ ｵｰｽﾄﾗﾘｱ ｶﾅﾀﾞ ﾆｭｰｼﾞｰﾗﾝﾄﾞ ﾉﾙｳｪｰ ﾌﾞﾗｼﾞﾙ ｲﾝﾄﾞ ﾒｷｼｺ ﾛｼｱ 南ｱﾌﾘｶ ﾄﾙｺ 

108.86 124.62 142.69 79.2 82.92 75.11 12.9 29.85 1.5336 5.6922 1.6642 8.12 21.06 
< ドル円推移 > 

 

（出所）：QUICKのデータを基に静銀ティーエム証券が作成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

6.56%
5.78% 5.26%

3.24%
2.52% 2.14% 2.14% 1.82% 1.69% 1.38%

-0.67% -0.82%
-2.63%

-4.00%

-2.00%

0.00%

2.00%

4.00%

6.00%

8.00%

ZAR BRL RUB CAD AUD MXN GBP NOK TRY NZD USD EUR INR

前月比騰落率

104

105

106

107

108

109

110

111

12/31 01/02 01/04 01/08 01/10 01/14 01/16 01/18 01/22 01/24 01/28 01/30

＜先月の回顧＞ 

①米ドル円相場は、年初こそ世界景気の減速懸念や米長期金利の低下などから一時 104 円 79 銭を付ける場面もあったが、概ね 1 ド

ル 108 円～110 円のレンジで推移。FOMC の利上げに慎重なスタンスによるドル安要因と米中通商協議進展期待によるドル高要

因から一進一退の展開が継続。 

②ユーロは対円相場で、前月比▲0.82％下落。域内の経済指標の下振れが続き、景気後退懸念からユーロは軟調な展開。 

③新興国通貨は、米国の利上げ観測後退から戻りを試す展開。対円相場では南アフリカランドが前月比 +6.56％、ブラジルレアルは

+5.78％上昇。主要新興国ではインドルピーが、春の下院総選挙での与党敗北予想などから対円相場で前月比▲2.63％下落。 

＜今後の見通し＞ 

①ドル円相場は、米国の政治や金融政策を見極めたいとの慎重姿勢からレンジ内での推移を見込む。予想を上回る米経済指標が続

き、米景気の好調維持から米ドルは堅調地合だが、米連邦準備理事会（ＦＲＢ）が当面の利上げ見送りを示唆していることから円

売り・ドル買いの勢いは限定的。 

②英ポンド円およびユーロ円は、弱含みを予想。英国のＥＵ離脱問題および主要輸出国である中国の景気動向等が不透明であるた

め、ポンドおよびユーロは不安定な相場展開。 

③新興国通貨相場は、引き続き新興国通貨高を予想。米国の利上げ一時休止示唆により新興国への資金回帰期待が膨らみ、昨年大幅安

となった通貨中心に買戻しの動きが継続。 

（今月の予想レンジ） 米ドル円 108.00～112.00 円  ユーロ円 124.00 円～129.00 円 
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４．債券 < 10 年国債利回り 前月比騰落幅 > 

 

 

 

 

 

< 日本 10 年国債利回り推移 > 

 

< 米国 10 年国債利回り推移 > 

 

（出所）：QUICKのデータを基に静銀ティーエム証券が作成 
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 日本 アメリカ ドイツ イギリス インド ブラジル メキシコ 

10 年国債利回り 0.000 2.631 0.149 1.215 7.2880 8.937 8.503 
前月騰落幅 0.010 -0.053 -0.09 -0.055 -0.0735 -0.275 -0.195 

      

      

      

      

      

        

         

＜先月の回顧＞ 

①日本の 10 年国債利回りは、月末値 0.00％と前月比ほぼ横ばいで推移。年初は株価の下落から一時▲0.05％まで低下する場面も

あったが、株価の上昇に伴い 0.00％近辺で推移。 

②米国 10 年国債利回りは、世界景気の減速や米政府機関閉鎖長期化の懸念から一時 2.55％を付けたが、その後の株式市場の上昇か

ら 2.7％前後で推移。 

＜今後の見通し＞ 

①日本の 10 年国債利回りは、横ばい推移を予想。世界的に金利低下圧力が強いことおよび夏場の参議院選挙や 10 月の消費増税を

控え、日本銀行が金融政策変更に動きにくいことから、0.00％前後での推移を想定。 

②米国の 10 年国債利回りは、横ばい推移を想定。1 月開催のＦＯＭＣで利上げ一時休止およびバランスシート縮小の早期終了が示

唆されたことから、当面は 2.7％台を中心にレンジ内推移を見込む。ただし、2 月 1 日に発表された雇用統計では、雇用者数の伸

びが引き続き堅調であることが確認され、米経済は引き続き堅調であることから、緩やかに利回りは上昇方向にシフトする展開を

予想。 

（今月の予想レンジ）日本 10 年国債利回り ▲0.10～0.0５%   米国 10 年国債利回り 2.50～2.90％ 
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５．その他「リート、商品」 < 月末気配値または終値及び前月比騰落率 > 

 

リート（配当除き） 商品（米ドル建） 

東証リート指数 S&P 米国リート指数 S&P 豪州リート指数 原油 WTI 先物 金 COMEX 先物 

指数（配当除き） 1,850.85 322.06 149.02 53.79 1,325.2 
前月騰落率 4.33 11.57 5.64 18.45 0.74 

< 東証リート指数（配当除き）推移 > 

 
< WTI（原油先物）推移 > 

 
（出所）：QUICKのデータを基に静銀ティーエム証券が作成 
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＜先月の回顧＞ 

①Ｊリート（日本の不動産投資信託）市場は、予想を上回る米雇用統計および米国の金融政策の転換などから上昇。東証リート指数の

月末終値 1,850 ポイントは、昨年高値 1,823 ポイント（昨年 12 月７日）を上回り堅調に推移。 

②ＷＴＩ(原油先物)は、景気減速懸念の後退および OPEC（石油輸出国機構）加盟・非加盟国の協調減産期待などから上昇。WTI は

昨年 12 月 24 日の１バレル 42.53 ドルを底値に切り返し、月末終値 53.79 ドルまで回復。 

＜今後の見通し＞ 

①Ｊリートは、引き続き堅調な展開を予想。ＦＯＭＣによる米国利上げ一時打ち止め示唆から世界的な金利低位安定が見込まれ、また

都市部を中心に賃貸不動産の需要は強く、高い分配金に注目した資金流入を見込む。2025 年大阪万博開催が決定し、2020 年東

京五輪以降の不動産市況腰折れ懸念後退が支援材料。 

②ＷＴＩ(原油先物)は、横ばい圏での推移を予想。ＯＰＥＣの原油減産効果は原油高要因ではあるが、現在価格の 50 ドル台半ばで

は、米シェールオイルの採算ラインを上回るため、上値を試す展開になれば米シェールオイル増産が見込まれ、またトランプ米大統

領の原油高・OPEC 批判発言が期待されるためレンジ内での推移を見込む。 

  （今月の予想レンジ） J リート 1,800～1,950 ポイント（配当除き）     ＷＴＩ 50.00～60.00 ドル 
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６．2019 年 2 月のスケジュール 

日 本 米 国 その他 

1 日 

10 日 

14 日 

22 日 

日 EU 経済連携協定（EPA）発効 

自民党大会 

10-12 月期 GDP 

１月全国 CPI 

1 日 

5 日 

13 日 

20 日 

下旬 

1 月雇用統計 

大統領一般教書演説 

1 月消費者物価指数（CPI） 

１月 FOMC 議事録公表 

米朝首脳会談 

米中首脳会談 

4-10 日 

5 日 

5-6 日 

7 日 

 

 

13 日まで 

中国春節休暇 

豪州金融政策決定会合 

ブラジル金融政策決定会合 

ｲﾝｸﾞﾗﾝﾄﾞ銀行金融政策決定会合 

インド金融政策決定会合 

メキシコ金融政策決定会合 

英国 EU 離脱協定案の議会採決 

（出所）：各種報道機関等の情報を基に静銀ティーエム証券が作成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

セミナーのご案内＜参加ご希望のお客さまは主催各店もしくは本社サポートセンター(TEL054-254-1010)へお申し込み下さい＞ 

 
 
◆静銀ティーエム証券・静岡銀行共催『資産形成セミナー』 

 

開催日 開始時間 終了時間 部支店名 内容 会場

10:00 11:30

13:30 15:00

10:00 11:30 清水町地域交流センター

14:00 15:30 韮山時代劇場映像ホール

10:00 11:30

14:00 15:30

18:00 19:00 静岡銀行清水中央支店

10:00 11:30

10:00 11:30

10:00 11:30 LMオーストラリア高配当株ファンド運用報告会

13:30 15:00 2019年世界と日本株式市場の展望と投資戦略

2019/2/26(火) 14:00 15:30 掛川支店
世界の経済環境とマーケット動向

AIの今がわかる～革新から確信～
生涯学習ｾﾝﾀー

2019/2/26(火) 13:30 15:00 浜松北支店
2019年相場展望～今、注目のメガトレンドについて

の紹介～
あいホール

2019/2/27(水) 14:00 15:30 横浜支店 2019年のマーケット展望と見通し
静岡銀行

横浜支店

本店営業部 2019年のマーケット展望と見通し
静銀ティーエム証券

５階　大会議室
2019/2/5(火)

アゴラ沼津

2019/2/6(水)

2019/2/8(金)

2019/2/13(水)

2019/2/22(金) 沼津支店

藤枝支店
2019年金融市場の展望

～注目テーマとしてのロボティクス・MaaS～

静岡銀行

藤枝駅支店

第1部：『これからのアメリカ経済について』

第2部：『アライアンス・バーンスタイン・

　　　　　　　　　米国成長株投信』運用報告会
三島支店

清水テルサ【1部】2019年の投資環境の展望

【2部】今年の注目テーマについて

～グローバルロボティクス・グローバルMaaS～

清水支店

開催日 開始時間 終了時間 部支店名 内容 会場

2019/2/16(土) 10:00 12:00 中部エリア

人生100年時代を生きるお金との向き合い方

講師：フィデリティ退職・投資教育研究所

所長　野尻哲司 氏

アゴラ静岡

2019/3/2(土) 10:00 12:00 東部エリア

覇権国アメリカと人口増アジアの投資魅力

講師：ﾚｯｸﾞﾒｲｿﾝ・ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ株式会社

常務執行役員　長田浩一 氏

アゴラ沼津

2019/3/3(日) 10:00 12:00 西部エリア

覇権国アメリカと人口増アジアの投資魅力

講師：ﾚｯｸﾞﾒｲｿﾝ・ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ株式会社

常務執行役員　長田浩一 氏

アゴラ浜松

2019/3/9(土) 10:00 12:00 中部エリア

世界の成長を取り込む投資術

講師：コモンズ投信株式会社

代表取締役社長　井伊哲朗 氏

アゴラ静岡

【作成】静銀ティーエム証券(株) 商品部 

佐野 寿宏 (日本証券アナリスト協会検定会員 ･ 日本ＦＰ協会認定ＣＦＰ/1 級ＦＰ技能士) 

長堀 新司 (日本証券アナリスト協会検定会員) 
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● 投資信託にかかるご注意 

◆ お客様にご負担いただく費用 

直接ご負担いただく費用    ・申込手数料 上限 3.78％（税込） ・信託財産留保額 上限 0.5％ 

間接的にご負担いただく費用  ・信託報酬 上限 2.376％（税込） ・その他の費用 監査報酬、売買委託手数料等 

※「その他の費用」につきましては、運用状況等により変動するものであり、事前に料率・上限額等を表示できません。 

また、費用等の合計額につきましても、申込金額や保有期間等に応じて異なりますので表示できません。 

※上記の費用の料率につきましては、当社が販売する投資信託のうち、それぞれの費用における最高の料率を記載しております。 

※外貨建て外国投資信託の売買、償還等にあたり、円貨と外貨を交換する際には、当社が決定した適用為替によるものとします。 

◆ 投資信託のリスクについて 

投資信託は、主に国内外の株式や債券、REIT、その他の有価証券等を投資対象としますので、組入有価証券等の価格の下落（価格変動リスク）

や、組入有価証券等の発行会社の倒産や財務状況の悪化（信用リスク）、また外貨建資産に投資する場合には為替の変動（為替リスク）等の影

響により基準価額が下落し、損失を被ることがあります。したがって、投資元本が保証されているものではなく、これを割り込むことがありま

す。ファンドによっては、換金できない期間がある場合や、1日あたりの換金額が制限される場合があります。 

詳細は各ファンドの契約締結前交付書面（投資信託説明書（交付目論見書）および補完書面）をご確認ください。 

● 上場有価証券等にかかるご注意 

◆ お客様にご負担いただく費用 

上場有価証券等の売買にあたっては以下の手数料をいただきます。 

・ 日本株式      約定代金に対して税込み最大 1.188％（最低料金 1,620円） 

・新株予約権付社債  約定代金に対して税込み最大 1.188％（最低料金 2,700円） 

・ 外国株式      約定代金に対して税込み最大 1.080％ 

◆ 上場有価証券等のリスクについて 

株式相場、金利水準、為替相場等の変動等によって上場有価証券等の価格が変動し、損失が生じるおそれがあります。上場有価証券等の発行者 

等の業務や財産の状況の変化によって上場有価証券等の価格が変動し、損失が生じるおそれがあります。 

上場有価証券等のお取引の際は、あらかじめ上場有価証券等書面をよくお読みください。 

● 円貨建て・外貨建て債券にかかるご注意 

◆ お客様にご負担いただく費用 

債券を募集・売出し等により、または当社との相対取引により購入する場合は、購入対価のみをお支払いただきます。 

外貨建て債券の売買、償還等にあたり円貨と外貨を交換する際には、当社が決定した為替レートによるものとします。 

◆ 債券のリスクについて 

債券の市場価格は、基本的に市場の金利水準の変化に対応して変動します。したがって売却の場合は売却損が生じるおそれがあります。 

外貨建て債券は為替相場の状況によっては為替差損が生じるおそれがあります。債券の発行者等の業務や財産の状況の変化によって債券の価格 

が変動し、売却損が生じるおそれがあります。 

上記は、債券のすべてのリスクを表記したものではありませんので、お取引の際は、あらかじめ契約締結前交付書面をよくお読みください。 

商号等／静銀ティーエム証券株式会社 金融商品取引業者 東海財務局長（金商）第１０号     加入協会／日本証券業協会 

 本資料に関してご留意頂きたい事項 

■本資料は、投資環境等に関する情報提供のために静銀ティーエム証券が作成した資料であり、金融商品取引法に基づく開示資料ではありません。

投資勧誘に使用することを想定して作成したものではありません。  

■本資料の内容は作成時点のものであり、将来予告なく変更されることがあります。 

■本資料は信頼できると判断した情報等に基づき作成しておりますが、その正確性・完全性等を保証するものではありません。 

■各ページのグラフ・データ等は、過去の実績・状況であり、また、見通しないし分析は作成時点での見解を示したものです。したがって、将来の

市場環境の変動や運用状況・成果を示唆・保証するものではありません。また税金・手数料等は考慮しておりません。 

■本資料に示す意見等は、特に断りのない限り本資料作成日現在の静銀ティーエム証券商品部の見解です。 

また、静銀ティーエム証券が取り扱う商品における投資判断がこれらの見解に基づくものとは限りません。 
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